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ＳTAＤが考えるDX
デジタル技術が社会に与える影響としてあらゆる壁を崩壊させていく。
それは、国、企業間だけではなく距離、時間といった抽象的なもの、そ
して組織や個人の壁など。
例えば国、距離の壁を崩壊させた例として就業環境。今まではオフィス
に出勤することが常識であったためオフィス近隣での居住が大多数で
あった。しかしテレワークが普及することでオフィス近隣でなくても就
業は可能。さらにいえば自国での就業でなく諸外国での就業も可能とな
る。
この様々な壁が崩壊することを先に見越しデジタルで壁がない自由な環
境を構築、つまり各業界、分野でのエコシステムをいかに作り続けるか
が今後競争環境の中で非常に重要と考える。一方でセキュリティ、プラ
イバシー面では壊してはいけない壁、あえて用意しておく必要がある壁
が存在する。個人情報が共有されることで感染症の蔓延防止に利用等の
社会的メリットはあるが、プライバシーの面で課題が残る。



2025年までのDX目標指標
DXの情報を発信しDX人材育成に貢献しているか確認する指標として
DX事例をスタッドニュース（stad.news)を通して配信する。
スタッドニュースの閲覧会社を年間50社
エコシステムに賛同し協力してくれる企業が存在することを確認指標
としてプラットフォーム参加社30社

社会にDXを通じて貢献できているかの指標としてプラットフォーム上
で創造されたDX・イノベーション事例を10件
スタッドニュースに掲載を目標指標とする。

また、営業活動を記録しデジタルデータ化し毎月末の会議にて進捗状
況確認、営業活動とその結果を分析し受注の傾向を確認し、その結果
をもとに次アクションを検討し日々チャレンジいたします。



2025年までのDX投資宣言
本年2021年よりDX推進にかけるDX研究開発費対販売管理費を100%対比で
投資割合を決定し以下に2024年までのDX投資宣言として宣言いたします。

大方針：システムはCEO考案、CDOシステム起案で進める
アーキテクチャーとしてマイクロサービスを採用し、
必要機能は各種API連携で構築

2021年DXの情報を発信する、スタッドニュース（stad.news)を通して配信するプラット
フォームシステムのDX研究開発費対販売管理費の割合を50 % ：50 %とします。
2023年スタッドニュースに加えスタートアップコンテストの横串エコシステムの開発にも
積極的にDX開発投資をしDX研究開発費対販売管理費の割合を60% ：40 %とします。
2024年スタッドニュースに加えスタートアップコンテストの横串エコシステムに加え顧客
（産学官民）へDX支援の一環としてコンサルティングサービスを展開する上でのDX人材
育成投資を積極的に実施しDX研究開発費対販売管理費の割合を70% ：30 %とします。
2025年プラットフォームや横串エコシステムの経験を駆使しスタートアップを目指す人が
公平に学べるDXスクールを実施しDX研究開発費対販売管理費の割合を80% ：20 %としま
す。





















・類似商品の観点
スタートアップと企業のマッチングはあるがコンテスト形式そして
横串のサービスは現状存在しない。

・STADが実現できる理由
エンジニアリングの豊富な経験
大手企業、行政、スタートアップとのエコシステムの賛同者一定数の確保

新規性と競争優位性

2020年度コンテストにおいて早々に既存スタートアップコンテストで実績を上げ、
2021年度行政主催3コンテストでの実証実験の基、1次15企業を5割ディスカウント、
2次30事業を3割ディスカウント、3次55企業を1割ディスカウントで募集

経営戦略

初期段階はエコシステムの重要性やDXの重要性、そしてエコシステムを活用できる
人材を増やす。そして組織間、そして企業間とミクロからマクロな世界へ進出してい
く。

成⾧戦略

競争優位性と経営戦略









組織体制図

プロダクトチームとデジタルサービスを紐付け、
プロダクトチーム毎にサービスを持続的に提供可能
を目的とするマイクロサービス型組織を構成

2023年追記)
ベトナムのIT企業との顧問契約を通じ、
ベトナムのエンジニアとオフショア体制構築
による人材確保
会社情報 - ITS TECH システム開発 (its-tech.jp)

AI、ブロックチェーン等の先端技術に
強いベトナム企業とベトナムの大学とアメリカの大学
との産学連携によるビジネススクールの立ち上げ
推進中

2025年にはビジネススクール卒業生2名を受け入れ
および教育カリキュラムの社内活用を目標とする


